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1．本稿の裸題
今日，パートタイマーや派遣労働者に代表される不安定就業労働者の増加
は，失業情勢が深刻化するもとで資本主義各国に共通して見られる。欧米諸
国では，1970年代以降の長期不況下で，「自営｣，「非定型雇用契約｣，「もぐり
労働」などの「非定型的雇用形態」が増大し，注目されているが(1)，これらは
いずれもわれわれの言う不安定就業労働者にほかならない。
この不安定就業労働者を相対的過剰人口論から捉えようとする場合の「理
論的困難」は，下山房雄氏が明確に提起されているように，「予備軍が生産過
程に「必要不可欠」な労働力として動員されて現役軍となった後でも当該の
労働者はまだ｢相対的過剰人口」なのか｣(2)ということである。下山氏のこの
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疑問は,直接には加藤佑治氏の見解(3)にたいして投げかけられたものではある
が，続けて「この疑問は実は伍賀説にたいしても同様に提起される」と指摘
されている(4)。
私はこの問題について，加藤氏の拙稿批判にたいする反批判のなかでで言
及したが(5)，いくつかの論点に限定して改めて検討したいと思う。
j生
(1)EftもｎＣ６ｍｏｖａ：“FmmfUll-timewageemploymenttoatypicaIemployment：
AmajorshiftintheevoIutionoflabourrdations?'',inlntemationalLabour
Review,ＶＯＬ125,No.6,1986,ｐｐ､643-645.彼は「非定型雇用」として以下の３形態
をあげている。
①「自営」（self-employment)。この中には，従来からの轍人や自由業に加えて，新
しい自営形態として「社会の繊辺部分」で就労する不熟練肉体労働者も含まれている。
政府は近年,労働市場に新規に参入する若年者や,貫金労働者にたいして企業家として
自立するように奨励しており，こうした下でこの「自営」が増加している。
②｢非定型扇用契約」（Atypicalemploymentcontracts)。３角雇用関係(労働者が複
数の使用者と雇用関係を結ぶもので,具体例として派適労働,下爾労働，また多数の使
用者が同一の事務スタッフを同時に使用する共同オフィスなど)やコンピュータ家内労
働，パートタイム雇用など。
③「もぐり労働｣（clandestinework)｡労働法などの規制の及ばない領域で行われてい
る隠された労働,家族労働，外国人の不法就労,産業規制に従わない零細企業における
労働など。
(2)下山房雄｢雇用・失業問題と労働組合運動」「日本の労働組合運動」第３巻，大月野店，
1985年２月，142ページ。
(3)加藤氏は,現代の不安定就業労働者について，流動的過剰人口等を含みつつも，大部分
は停滞的過剰人口として捉える（｢現代日本の不安定就業労働者」〈上>，御茶の水密房，
1980年)。そして，私の不安定就業労働者の理解（下記の注(4)を参照）にたいして，「相対
的過剰人口を生産過程における脇役として使おうと,主役として使おうとそれはさしずめ
どうでもよいことであって,問題はマルクスの時代から人口が｢自由に処分しうる産業子
蝋軍｣でありながら資本主義的生産＝剰余価値生産にとって必要不可欠だったということ
である」と反論された（加藤佑治「現代失業と不安定就業階厨に関する一考察」「専修経
済学論築」第18巻第２号，1984年３月，３７～38ページ，下線は引用者)。
(4)こ二で下山氏が指摘されている現代の不安定就業労働者の規定についての私の理解を要
約的に述べておけば，「相対的過剰人口という側面と同時に，剰余労働を行い資本蓄積に
とって必要不可欠な現役労働者という側面との両面をもつ一見矛盾した存在であり，「資
本論｣レベルの相対的過剰人口の存在形態とは別の規定を行うべきである」ということで
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ある。相対的過剰人口が資本蓄積にとって「必要不可欠」ということの理解力功ﾛ藤氏と私
とでは異なる。
(5)拙稿「ＭＥ化と不安定雇用問題」「金沢大学経済学部論築」第６巻第２号，1986年，Ⅲ
章を参照されたい。
2・不安定就業労働者は「低賃金労働者」であっても，「相対的過剰人ロ」
ではないか？－井村喜代子説をめぐって
井村喜代子氏の見解は，「予備軍が生産過程に「必要不可欠」な労働力とし
て動員されて現役軍となった後でも当該の労働者はまだ「相対的過剰人口」
なのか」という疑問にたいしてはきわめて明快である。
氏は，資本範癖が成立している部面で就労する労働者は，それが中小零細
企業の労働者であろうと，臨時エであろうと，また社外エであろうと，低賃
金労働者ではあっても，相対的過剰人口ではないとされているからである。
氏の主張を見よう。
①（中小企業労働者を相対的過剰人口と捉えるか，否かに係わって）「中小
資本はあくまでも資本として機能し，資本と賃労働の間には搾取関係が基本
的に存在しているのであるから，そこにおける矛盾は，基本的には資本のも
とでの賃労働者の劣悪な労働諸条件として把えるべきものであるし，諸資本
間の競争のもとで，中小規模の資本がその資本力・技術力の劣弱さをカバー
するために労働諸条件を切り下げるという問題なのである｡」(6)
②「また，高度成長過程における独占的大資本の雇用拡大に大きな役割を
演じた臨時工は，独占的大資本の継続的な労働過程でかなりの期間にわたっ
て常時就労しているにもかかわらず短期契約で雇用され，種々の点で本工よ
りも劣悪な諸条件のもとにおかれているのであるが，しかし，これらは独占
的大資本が，労働者を低賃金と容易に駆逐できる雇用契約で直接利用すると
ともに，本工・本職員と臨時工との分断をはかろうとしているものである。
それゆえ，これは，箕本による低賃金労働の直接的支配の一形態として把え
るぺきものであって，常時就労している臨時工をも相対的過剰人口とするこ
とは誤りである」（下線は引用者）(7)。
③「なお，わが国の独占的大資本は，本採用者には長期雇用制度を採りつ
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つ，生産力の発展・景気の変動による労働者の駆逐，吸引，再駆逐……を，
契約更新拒否という形態で容易に駆逐できる臨時エや社外工の削減・拡大を
つうじて，あるいは下請中小企業への発注の削減・増大をつうじて行なうの
である。したがって，臨時エや社外工や下讃中小資本労働者は，独占的大資
本の雇用の調節弁的役割を担っているのであり，本工・本職員の雇用のいち
じるしい安定性に比べて，それらの雇用は相対的に不安定である。しかし，
この不安定性は独占大資本における生産力発展・有機的楢成高度化と景気変
動によるものであって，その内容は，資本制生産における賃労働者にとって
不可避的な就業の不安定性である。それが，わが国の本工・本職員の長期雇
用制のもとで，臨時工等に集中的に現れているのである｡」(8)
以上の主張に見るように，井村氏は，下請中小企業労働者や常時就労して
いる臨時工,社外工などを相対的過剰人口としては捉えていない。かれらは，
「独占的大資本の雇用の調節弁的役割を担っている」ため，「本エ・本職員の
雇用のいちじるしい安定性に比べて,それらの雇用は相対的に不安定である」
と認めたうえで，かれらの不安定性は相対的過剰人口としての不安定性では
なく，「資本制生産における賃労働者にとって不可避的な就業の不安定性」と
して把握している。井村氏の主張はそれ自体としては論理一貫しているが，
次のような疑問が残る。
まず第１に，下請中小企業労働者や臨時工，社外工を相対的過剰人口から
除外し，かれらの不安定性は相対的過剰人口としての不安定性ではないと規
定した場合，不安定就業問題を雇用・失業問題と切り離すことになりはしな
いか，ということである。たとえば，臨時エ問題は，果たして単なる低賃金
問題であろうか。むしろ雇用問題ではないか。かれらは景気変動によって常
に，雇用不安にさらされている。
井村氏は，「従来，中小資本労働者，臨時工など，労働諸条件が相対的に劣
悪な労働者を相対的過剰人口＝「停滞的過剰人口」とする見解が生じた背景
には，これらを相対的過剰人ロー「停滞的過剰人口」とすることによって労
働問題の深刻さを表現しているという誤った考えが支配しているように思わ
れる」(9)と批判している。しかし，かれらを「低賃金労働者」としてのみ把握
した場合，失業問題としての視点が欠落するのではないか，不安定就業労働
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者は｢低賃金労働者｣一般に解消されてしまい,不安定就業問題が雇用問題＝
失業問題であることが見失われてしまうのではないか，という批判にたいし
ては有効な答えにならないであろう。
私は，「低賃金労働者」のなかには相対的過剰人口と考えた方が良いグルー
プが相当存在していると考えている。本質的には相対的過剰人口ではあった
としても，資本はかれらを低賃金で就労させることによって，相対的過剰人
口＝失業問題の存在を隠蔽することが可能である。たとえば，標準的現役労
働者の平均的賃金が１日８時間労働で日額6000円の場合，１０人採用すれば６
万円の可変資本が必要であるが，１日７時間働くパートタイマーを4000円の
賃金で15人採用すれば，同じ６万円の可変資本であるにもかかわらず，「搾取
される人間材料｣('０)を増やすことによって，同額の可変資本から剰余価値を
より多く生み出すことができるであろう。この場合，前者で生じたはずの５
人分の失業者が隠蔽されていることになりはしないか。これを称して失業問
題の解決と断定することができるであろうか。同様に，自分自身の労働力の
再生産にも満たないような賃金水準で就労する労働者（女子パートタイマー
の多くがそうであるが）は，事実上の半失業者ではなかろうか。この場合は
相対的過剰人口＝失業問題が低賃金問題に姿を変えているが，失業問題は依
然として残されたままであり，失業問題の解決とは言い難い。高木督夫氏は
井村喜代子氏を批判した論稿において「低賃金の問題と予備軍の問題とを形
式的に分離切断することによって，事態にどれだけ接近できるか疑問であろ
う」(１１)と述べているが，私も同意見である。
第２に,井村氏は，「本工・本職員の雇用のいちじるしい安定性」を強調し，
「独占大資本のもとで本採用された本工・本職員が，雇用の安定と相対的に
良い労働条件のもとで“企業第一主義”的考えをもってきわめて勤勉に労働
する傾向の強いことに注目する必要がある」と主張されている。独占的大企
業労働者を一括して，雇用がいちじるしく安定していると捉えることには問
題を覚えるが，それはひとまず措くとして，こうした把握がある程度まで可
能となるのは，高度成長過程の主として，前半期までの段階であろう。
こうした大企業正規労働者の「安定性」は，1960年代後半以降，変化のき
ざしを見せ始め('2)，第１次石油危機を経て70年代後半以降，独占資本が減量
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経営戦略に転ずるもとで明らかに崩れてきた。さらに，８０年代のＭＥ「合理
化」と円高不況，「構造調整」政策のもとで，独占資本は正規労働者の範囲を
著しく限定し，そのかわりに，各種の非正規労働者＝不安定就業労働者を導
入しようとしている(1s)。不安定就業労働者は，単なる景気調節弁としての役
割を果しているのではない。
私は，今日の資本が不安定就業労働者を，低賃金，雇用不安定，社会保障
劣悪な状態て恒常的に利用して，しかも，使用者責任を免れようとしている
事実について(M),｢独占資本の寄生的雇用管理｣にもとづくものと規定した('5)。
すなわち，現代資本主義の寄生性が，雇用管理の面にも及んでいると見るべ
きであると考えている。井村説では，失業者の中に現役労働者を作り出すこ
のような雇用管理のもつ問題性を明らかにできないのではないか。
注
(6)井村喜代子「｢資本論」の理論的展開」有斐閣，1984年，127ページ。
(7)同上，130ページ。
(8)井村，前掲轡，130～131ページ。
(9)同上，131ページ。
(ｌ０ＩＫ・Marx,DasKapital,Ｂｄ､１，DietzVerlag,Ｓ､619,邦訳,大月掛店版,772ページ。
(Ⅱ）高木督夫「日本資本主義と賃金問題」法政大学出版局，1974年，218ページ。
(12）この点については,道又健治郎｢現代日本の鉄鋼労働問題｣における社外工制度の把掴
を参照されたい。井村氏の前掲野は，1984年刊行であるから，事実潔蹴は，ズレていると
言わざるをえない。
(剛その典型例を，たとえば山水轍機福島工場に見ることができる。
オーディオ不況と円高のダプルパンチで大幅な経常赤字を出した山水睡気では,年間２０
億円の固定費削減を狙って，1986年５月，大量の希望退鰄などの「合理化」を行った。福
島山水電気では，216人の社風が希望退職に応じたが，そのうち60人をパートとして再雇
用したのである｡勤務時間がたった一時間短くなっただけで,賃金は月額20万円から実に
９万円台にまで下がってしまった人もでた｡同じ労働者を正規労働者からパートにおきか
えるという，企業にとって減量経営の「模範的事例」といえよう（「日経ビジネス」１９８７
年３月30日号)。
(M）たとえば,拙稿「現段階の労働者派遺業と不安定歴用問題一事務処理派遣業を中心
に」（｢金沢大学経済論巣」第25号，19884F３月）を参照されたい。
０１パートタイマーや派遣労働者の利用は今日では,独占的巨大企業にとどまらず,中小零
細企業にまで広がっているが,これらの不安定就業労働者を利用している度合いは,企業
規模が大きいほど商い｡また，こうした雇用管理を主導しているのは明らかに巨大企業で
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ある点を考慮すれば，不安定餓業労働者の墹加について，「独占資本の寄生的雇用管理」
にもとづくと規定することが正確である。なお，「寄生的屈用管理」と把握する理由につ
いては，本稿５節で述べる。
3．格差的・階層的労働市場の形成と不安定就業問題
一下山房雄氏の見解について
以上のような井村喜代子説にたいして，下山房雄氏は，不安定雇用労働者
を｢単純に「過剰人口」でもなくまた逆にたんなる低賃金労働者でもない｣('6）
と見る。下山氏は「予備軍が生産過程に「必要不可欠」な労働力として動員
されて現役軍となった後でも当該の労働者はまだ「相対的過剰人口」なのか
という疑問」について，こうした「理論的困難」は「｢資本論」の規定にはな
かった格差的・差別的階層労働市場の形成に由来する」ものと捉える。つま
り,｢古典的規定では労働市場の単一性をつうじて全現役労働者の賃金水準の
低下をもたらす原因となる「過剰人口」が階層的労働市場構造のもとでは差
別的低賃金労働者増大の給源となる。この低賃金労働者は「過剰人口」が蓄
積に不可欠な現役軍に転化したかぎりではもはや「過剰人口」ではないが，
樋準的現役労働者の賃金・労働条件引下げの予備軍的機能を構造的にはたし
続けているかぎりではなお「過剰人口」である。つまり，蓄積の結果として
の「相対的過剰人ロ」のそのまた結果としての新たな形態の「過剰人口」な
のである」（下線は引用者)('7)という見解を提起された。
ここに見るごとく，下山氏は不安定就業労働者が過剰人口である根拠を，
かれらが「標準的現役労働者の賃金・労働条件引き下げの予備軍的機能」を
はたすことに求めているのである。このような把握は私の見解と同じであっ
て，拙稿「現代資本主義と相対的過剰人口論」（｢経済科学通信」３９号，１９８３
年）のなかで，私はすでに次のように述べておいた。
「不安定就業労働者は資本蓄積の目的および結果として「本来的現役労働
者軍」から排除され，かれらにたいして産業予備軍の機能を果しているとい
う意味で相対的過剰人口にほかならないが，他面で不安定就業労働者の多く
が相対的過剰人口として不安定な状態のままで，金融＝独占資本の資本蓄穂
にとって必要不可欠な位証におかれているというはなはだ矛盾した存在になっ
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ている」('8)。
そのうえで私は，相対的過剰人口でありながら剰余労働を遂行し，資本蓄
積にとって必要不可欠という「矛盾した存在」＝独特の位置に不安定就業労
働者を置いているのはほかならぬ独占資本の蓄積様式そのものであり，この
ような不安定就業労働者の増加は,現代の独占資本の雇用管理面に現れた｢寄
生性」の深まりを示すものにほかならない，と規定したのである。
つぎに，下山氏の言う「蓄積の結果としての「相対的過剰人口」のそのま
た結果としての新たな形態の「過剰人口｣」とはいかなる意味であろうか。
相対的過剰人口が蓄祇の結果として，「標準的現役労働者｣から排除されて
作り出されるが，これは,やがて（あるいは，すぐに）不安定就業労働者(｢標
準的現役労働者」ではないにせよ，「現役労働者軍」の一員である）として，
資本によって吸引ざれ剰余労働を行う。だが，かれらは本来の現役労働者で
はなく，差別的な低賃金労働者として「標準的現役労働者の賃金・労働条件
引下げの予備軍的機能を構造的にはたし続けている｣相対的過剰人口である。
しかし，相対的過剰人口でありながら剰余労働を行うという点ではこれまで
と異なっており，これは「新たな形態の「過剰人口｣」として捉えなければな
らない，と言われるのであろう。
下山氏は，さらに続けて，「補充労働力給源として，また現役労働者の賃金
引下げをつうじて「過剰人口」が蓄穣をいっそう促進するというマルクス的
展開は，資本の差別的雇用賃金政策の貫徹によって，賃金の全般的引き下げ
のみならず，新たな低賃金階層の形成とその利用による蓄祇の促進というふ
うにもう－展開されるべきなのだ」('9)と述べている。つまり井村氏が独占資
本による差別的低賃金政策，つまり「わが国の独占資本固有の労働者に対す
る分断的支配＝管理政策の問題」として，不安定就業労働者を捉えようとし
たのにたいして，下山氏は相対的過剰人口に剰余労働を行わせるという「資
本の差別的雇用賃金政策」の結果として把握されている。
下山氏が，不安定就業問題を単に低賃金問題としてだけではなく，同時に
雇用問題としても捉えようとする点には(２０)，私も全面的に賛成である。井村
氏のごとく，不安定就業労働者を「低賃金労働者」として把握し，失業問題
の視点を欠落させたのでは,賃金引上げ要求は出たとしても半失業状態改善＝
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正規雇用化の要求はでてこないか，あるいは第二義的なものにならざるをえ
ないのではないか。つまり，今日の不安定就業労働者は，下山氏も述べてい
るように，「単純に「過剰人口」でもなくまた逆にたんなる低賃金労働者でも
ない」と見るべきである。
以上の限りでは，下山房雄氏と私の見解の相違は基本的にはない。ただし，
下山氏が不安定就業問題をポイントを「格差的・階層的労働市場の形成」に
求めている点については同意を留保したい。この労働市場の格差・階層構造
が資本主義の歴史上，いつの時点で顕著になるか，氏の論稿では必ずしも明
確にされてはいない。かりに，「格差的・階層的労働市場の形成」が，独占企
業による男子熟練労働力の封鎖的確保,労働諸条件の企業規模別格差の形成，
下調労働者，社外工，臨時工などの創出とその独占資本による利用を意味す
るものであれば，それは独占資本主義確立期にまで遡ることが可能となる。
これでは，今日の不安定就業問題がもっている歴史的意味が明確にならない
のではなかろうか。
「本来の現役労働者」（標準的現役労働者）の削減と引き換えに不安定就業
労働者を大量に創出し，それを資本蓄積のテコに用いるようになったのは，
1970年代以降の今日の資本主義のもとであり，このような事態は現代資本主
義の性格を反映している。そして不安定就業問題の分析は，この現代資本主
義の蓄積様式の分析に至る必要がある。私が強調したいのはこの点にある。
注
(10下山房雄，前掲論文，143ページ。
０１同上，142～143ページ。ただし，下山氏は「標準的現役労働者」をどのように定義する
か，についてはこの論文の中では積極的に展開されているわけではない。
⑪拙稿「現代資本主義と相対的過剰人口論」「経済科学通信」第39号，1983年，５６ページ。
⑬下山，前掲論文，143ページ。
剛「……不安定就業層の組織化において矯目すべき要求として，また政策・制度要求の内
容として，本雇い化をふくむ雇用形態の改善と本履い労働者レベルへの賃上げ（同等労
働同一賃金）がともに重視されるべきことを考慮したばあい，それが単純に「過剰人口」
でもなくまた逆にたんなる低賃金労働者でもないことを意識しておくことは意味あるこ
とであろう」（下山，前掲論文．143ページ)。
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4．「本来的現役労働者」＝「標準的現役労働者」と不安定就業労働者との
関係をどのように捉えるか
私は，「本来の現役労働者軍」と「本来の相対的過剰人口」(21)との中間に，
不安定な就労形態の労働者が多数存在し，今日の資本蓄横様式と国家政策に
よって，かれらがますます多くなりつつあると考えている。国家の雇用政策
が，一方で顕在的失業者の全国的分散をはかり，他方では顕在的失業者が不
安定就業労働者として「再就労」するように半ば強制することによって失業
者を隠蔽する政策をとっているため，一見すると失業者に見えない人でも，
よく見ると失業者のグループに算入した方がよいという人がかなりの規模で
存在している。
たとえば,一カ月にわずか数日しか職がないような場合から,一週間に二～
三日働いている場合，また，パートタイマーに代表されるように，ほぼ毎日
働いているが就業時間が短いため賃金が低く単身では生活困難な場合，さら
に派遣労働者のごとく，派遣契約の解約によっていつ仕事を失うかわからな
い，いったん契約がきれると次はいつ仕事がまわってくるかわからないとい
うように，不安定な状態にある場合などなど。この人たちは仕事に従事して
いる期間，企業に利潤をもたらしているという限りでは，資本の増殖欲求に
とって過剰な人口ではない，ということになる。しかし，その就労実態を見
ると，現役労働者とは考えられない場合が多い。失業者と現役労働者との両
側面をもちながら，その就労状況によって，限りなく失業者に近いグループ
から，現役労働者に近い人たちまで幾重にも層をなして存在している。また，
職がないため零細な自営業を始めたが，生計をたてていけるだけの儲けがな
いという人も，実質的には失業者と見るべきだろう。
これらの不安定就業労働者のうち，就業と不就業を繰り返し，就業できな
い期間の方が長いような場合には「本来の相対的過剰人口」に近い労働者と
見ることができよう。逆にたとえば派遣労働者であっても，企業規模の大き
いソフトウェア労働者のように常時就労し，賃金水準もそれほど低くない場
合は「本来の現役労働者軍」か，またはそれに接近していると判断できよう。
ところで，この「本来の現役労働者軍」あるいは「標準的現役労働者」と
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いう用語について，これまで明確に定義しないで用いてきたが，ここて少し
ばかり検討しておかねばなるまい．この点に関連して，永山利和氏は次のよ
うに述べているが，私もこの見解に同意している.
「これらの労働者階層はその生涯賃金という観点からみれば年功的賃金の
もとで若年期においては世帯形成にも満たない不十分な賃金水準にあるとは
いえ，この機構のなかに労働●生活を置いているかぎり，いずれは世帯賃金
水準にも到達し，また労働生活から引退したのちにも一定の社会保険(年金）
と退職金などを基礎に夫婦二人の老後生活を確保できる生活条件が具備され
る労働者である。この「安定的雇用者｣，「標準的現役労働者」の中心部分は
いうまでもなく独占・大企業の本エ労働者，しかも労働組合に組織され，す
でにのべたように戦後日本資本主義の労働法，社会政策●社会保険関連の政
策体系，換言すると国家独占資本主義の機構のもとで形成された年功的労資
関係といわれる構造のなかに包摂された階層である○
とはいえいまひとつ注意しておきたいことはこの階層の労働者は後述する
不安定雇用者からみて相対的な「安定的雇用者」である，という点である。
もちろん，資本蓄積の￣股的過程の`性格からいえば絶対的安定労働者を措定
することはできないばかりではない。戦後日本の資本蓄積の急速な拡大とそ
れを実現するなかで維持●拡大された関係構造が，たとえば年功的労資関係
なのであるが，そこでも高度経済成長期の景気後退期においては「希望退職」
や「肩たたき」などの形で解雇された労働者も少なくないし，かつまた産業
構造の転換などにさいして安定的雇用の埒外に放逐された労働者も存在して
いた。つまり，この安定的雇用者，標準的現役労働者という規定もあくまで
そうした制約を受けた「安定的雇用者」である｡」(22）
永山氏も述べているように，この「本来的現役労働者軍」と不安定就業労
働者とは超えることのできない壁によって隔てられているのではない○７０年
代後半以降，減量経営戦略のもとで,「年功的労資関係」を特徴づけていた年
功賃金はもとより終身雇用制についても大幅な修正（｢早期退職制｣，「転職援
助制度」「選択定年制」など）がなされており，かつて「本来的現役労働者」
を「保護」していた防壁は急速に低くなっている(23)。ＭＥ化に適応できない
旧来の基幹的熟練労働者の排除，ホワイトカラーにまで及ぶ出向の増大，中
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小零細企業への転職に典型的に示されているごとく，「本来的現役労働者軍」
から不安定就業階層へ下降移動する労働者はかなりの数に上っており,｢本来
的現役労働者軍」のなかの下層は不安定就業労働者の一部と重なる形で存在
していると見るべきである。この意味では，不安定就業労働者と「本来的現
役労働者軍」との境界は不明確になっていると言わねばならない。逆に，不
安定就業労働者から「本来的現役労働者軍」への上向の道はますます厳しく
閉ざされている。
注
(21）ここで嘗う「本来の相対的過剰人口」とは，「相対的な，すなわち資本の平均的な増殖
欲望にとってよけいな．したがって過剰な，または追加的な労働者人ロ」という「資本
輪」における相対的過剰人口の本質規定が文字どおりストレートにあてはまる労働者層
をさしている（KMaIx,ａａ､0.,ｓ､658.邦訳，大月番店版，821ページ)。彼らは剰余
労働を行っていないか，または就労がしばしば中断されるために，きわめて不規則にし
か剰余労働を行うことができない。
剛永山利和｢不安定履用者の動向とその把握の方法について｣社会政策学会年報第24某｢不
安定就業と社会政策」御茶の水香房，1980年，129-130ページ。
なお,前記｡注(1)の論文の中で,EfrさnC6rdovaは従来の｢標準的な厨用形態｣(standard
employmentpattems）を次のように捉えている。すなわち，賃金と引き換えに他人の
ために，従属的な役割に従事して働き，複数の使用者と雇用関係を結ぶことがない。さ
らに，使用者の櫛内でフルタイムで働き，働く期間は限定されない，ということが期待
されている労働者である（Efr6nC6rdova,ｏｐ・Cit.,ｐ､642.)。
剛今日，大企業正規労働者の履用不安を象徴するものとして「終身歴用」にたいして「半
身雇用」という言葉が登場している（鱗談社「ＮＥＸＴ」1987年11月号)。
5．不安定就業問題の今日的意味
「予備軍が生産過程に「必要不可欠」な労働力として動員されて現役軍と
なった後でも当該の労働者はまだ「相対的過剰人口」なのか」という冒頭で
紹介した下山房雄氏の問題提起をめぐる論点にたいする私の見解は以上のと
おりである。
最後に，この論点にかかわって私は，上記のような独特の性格を備えた不
安定就業労働者が今日増大していることの歴史的意味をこそ重視すべきであ
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ると再度，強調しておきたい。
資本主義の確立は相対的過剰人口の形成を不可欠の条件としたこと，さら
に相対的過剰人口の一定数は，肉体的再生産を維持するために資本主義確立
期以来，不安定就業労働者として存在していたことを思いおこせば，不安定
就業労働者問題は資本主義とともに歴史をもつ，と言い得る。
しかし，私が今日の不安定就業問題に着目するのは，現段階の資本主義の
蓄積様式との係わりを重視しているからである。不安定就業労働者問題は，
高度成長期までと,70年代後半以降とでは量的増大というにとどまらないで，
質的な相違をも含んでいるのではないか，と考えている。それは，以下のよ
うな認識にもとづいている。
今日の不安定就業問題は，労働者階級内部の格差的階層構造にともなう問
題としてのみならず,これまで承認してきた雇用に関する民主主義的原則(資
本の「使用者責任」の明確化や団結権，団体交渉権の保障など）の回避など
がもりこまれている。ＭＥ化・情報化のめざましい展開という生産力面に現
れた前進とは対照的に，このような労働者内部の階層制や使用者責任の回避
などを必要とせざるをえない今日の資本の雇用管理，ひいては現代資本主義
の蓄積様式は，日本の固有のことではなく，先進資本主義国に共通している。
結論的に言えば，「現役労働者」と「相対的過剰人口」との両方の性格を同
時に兼ね備えた労働者階層（＝不安定就業労働者)が今日増大しているのは，
繰り返すように，資本の寄生的雇用管理と国家の失業補償の回避＝「福祉社
会」構想（自助努力論）とが結合した結果である。
ここでいう資本の寄生的雇用管理とは，第１に，企業の生産活動や営業に
とって必要不可欠な正規労働者を削減してまでも，あるいは削減するかわり
に，ないしは削減する目的で差別的労働条件のもとにある不安定就業労働者
（パートタイマー，派遣労働者など）を積極的に利用しているということ。
第２に，資本は自己の蓄穣欲求をみたすために不安定就業労働者を,事実上，
労働基本権を制限したままで利用していること。換言すれば団結権や団体交
渉権の行使にともなう資本蓄積にたいする制約を回避したままで，低賃金労
働力として不安定就業労働者を利用していること。すなわち「使用者責任」
の回避と否定にほかならないのである。
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また，国家の失業補償の回避とは，国家が国民の就業権を承認して，失業
者個々人の適性に合致した雇用機会の提供につとめ，それが実現するまで失
業期間中の生活保障措極を識ずる努力をするというのではなく，失業者の分
散を図りﾌﾟ短期間のうちに現役労働者化することを意図していることを言う。
このため，「就業機会の斡旋，提供」が場合によっては「就業の強制」に転化
することをともなっている。社会保障費の抑制，削減によって財政危機を打
開するために強調される「自助努力論」は，ますます顕在的失業者を覆い隠
し，不安定就業労働者を増大させることにならざるをえない。このことは前
述の独占資本の寄生的雇用管理方針とも合致する。
このように，今日の不安定就業問題は従来とは異なる歴史的意味をもって
いる。それゆえ現代の不安定就業労働者を相対的過剰人口論から捉える場合
に，かれらを「資本論」における相対的過剰人口の存在形態（流動的形態，
潜在的形態，停滞的形態など）にどのようにあてはめるかということに固執
していたのでは，この「歴史的意味」＝今日的性格を捉えることができない
のではないだろうか｡今や新しい相対的過剰人口論の展開が求められている。
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